
次世代産業部

技術開発補助金

成長産業支援補助金
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成長産業支援補助金
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１ 概要

新技術の特定、

新技術の具現化に向けた研究開発 実用化を目的とした試作開発及び販路開拓、

新技術の原理検証 販路開拓のみの

事業の場合は不可

２ 募集期間（３分野共通）

５月３０日 （金）

３ 補助率及び補助限度額



成長産業支援補助金
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４ 補助対象者及び対象事業



成長産業支援補助金
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例えば、こんな開発事業…



成長産業支援補助金
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５ 補助対象経費

６ 補助対象経費に関する主な留意事項



成長産業支援補助金

6

７ スケジュール（予定）

３月２月・・・６月５月４月

事業期間約８か月

８ スケジュールに関する主な留意事項

プレゼンテーションを行っていただく場合があります

補助対象経費総額の20％を超える増減がある場合は、変更承認申請



成長産業支援補助金
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９ 事業計画の申請について

各分野の交付要綱を参考に記載

「補助対象経費（税抜）」の合計に補助率をかけた額



成長産業支援補助金
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10 審査委員会におけるプレゼンテーション等の実施について

書類審査

プレゼンテーション（８分） 質疑応答（10分）

６月上旬



成長産業支援補助金
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成長産業支援補助金
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（健康・医療分野）

（航空機分野）

（環境・エネルギー分野）

過去の技術開発補助金の採択状況について



成長産業支援補助金
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12 お問合せ先・申込先

信州医療機器事業化開発センター

航空機産業支援センター

グリーンイノベーション推進部



次世代産業部

これまでの支援事業の成果報告

開発支援補助金



これまでの支援事業の成果報告（健康・医療分野）
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１ 支援の内容



これまでの支援事業の成果報告（健康・医療分野）
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２ 支援企業の概要
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３ 支援事業（技術開発補助金）の内容

これまでの支援事業の成果報告（健康・医療分野）



16

４ 開発の内容


 処方された運動強度を守りながら楽しめる

これまでの支援事業の成果報告（健康・医療分野）
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５ 成果

６ 補助事業完了後の計画

これまでの支援事業の成果報告（健康・医療分野）

【支援システム】



ITバレー推進部

システム開発補助金

コンソーシアム活用型
ITビジネス創出支援事業補助金



コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金
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補助制度概要

目 的

申請期間

補助上限額
及び補助率
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補助対象者

コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金



コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

昨年度 今年度

補助対象事業
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コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

補助対象事業
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補助対象経費

コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

経費に関する主な留意事項
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コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

スケジュール

事業期間約８か月

スケジュールに関する主な留意事項
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審査基準について

コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

審査基準項目

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
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コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

過去の採択状況について

事業相談について
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コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

令和６年度 補助金

採択事業者事例について



コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

ＩＴシステム開発プロジェクト名発表事業者

【めっき業界】 DXで実現する“多品種多要件”受注業務の効率UP
～ AI活用により多様な受注票を自動でデータ化する～

アルティメイトプロジェクト
株式会社

3Dデータ高精度化による地域、業種を超えた産業DX
～観光、防災、多次元地域DB構築へ～株式会社AB.do

地域企業との連携を見据えた
共創型のスマート経理支援システムの開発株式会社キャスティネット

『生成AIを活用した校務負担軽減のための
教育支援DXプロジェクト』

有限会社ケー・アンド・エフ
コンピュータサービス

認知機能低下予防への新たなアプローチ
「エンタメヘルスケアアプリ」の利用拡大について株式会社ズー

スキー・スノーボーダー向け最新コンディション情報共有
プラットフォーム「SKIDAY LIVE」の構築株式会社SKIDAY

中小企業でも導入可能な遠隔監視サービス株式会社ソルティスター

人工衛星データによる上水道漏水推定箇所の調査株式会社羽生田鉄工所

Dual Detector ”IBUTSU”（AI異物検査機）ハリコム株式会社

地域活用を目指すローコストなローカル5Gインフラの開発マリモ電子工業株式会社
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コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

採択事業者事例（株式会社ズー様）
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コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

採択事業者事例（株式会社ズー様）
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コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業補助金

お問い合わせ・申込先
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イノベーション創出事業
制度紹介

令和７年４月



ご紹介する内容

1. 制度概要
2. 支援対象者及び支援対象事業
3. 支援対象フェーズ及び支援内容
4. 支援対象の選定と支援の期間
5. 各支援の詳細
6. 申請方法

33



 担当者が随時進捗をお聞きし、取
組が頓挫しないよう伴走支援

１．制度概要

• 新規事業の開発・事業化には、多岐にわたる事項の検討と課題の解決が必要!
• 機構が有する「経営」「開発」「販路」に係る支援機能を総動員し、県内企業が

取り組む「イノベーション」を、企画から試作、実証、販路拡大まで一貫支援します。
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連携企業の皆さんに協力いただく
新規事業を何とか事業化したい!

しかし、対応事項は多い!!

協業

協業

協業

【外部環境】
・外部環境調査能力
・顧客層/ニーズ
・競合の状況
・成⾧市場か否か
・政治経済動向等の影響

等

【内部環境】
・技術/ノウハウ/知財
・商品等の魅力度
・自己資金/資金調達
・仕入先/販路
・人的資源
・協力者/支援者
・経営ノウハウ 等

• 多岐事項の検討が必要であるとともに、不足部分の克服が必要!
• また、取組が途中で頓挫しないよう、計画性、意欲の持続等の工夫も必要!

新規事業の開発・事業化における課題

• 主に次の支援により、開発・事
業化におけるあらゆる課題の解
決をサポートします!

本事業による支援

 あらゆるフェーズで利用できる補助
金の交付

 民間企業在席経験あるマネー
ジャー、コーディネータが有する知
見・ノウハウによる支援

 実績あるコーディネータ、職員による
国等の大型補助金獲得支援

 機構内の支援施策の活用支援
（他の補助金、専門家派遣等）

 試験分析、知財、AI/IoT事業開
発、テストマーケティング等の専門
支援機関への橋渡し



２．支援対象者及び支援対象事業
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支援対象者
• 少なくとも１社以上の異業種（主たる事業が産業大
分類又は産業中分類で異なることをいう。）の企業と
の連携により、支援対象事業を実施しようとする県内
中小企業

支援対象事業
• 次のいずれかに合致する取組（次スライド参照）



２．支援対象者及び支援対象事業
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【支援対象事業】

支援対象事業類型

• 従来とは大きく異なる新商品（新製品・新サービス）の
開発・事業化

• プロダクト・イノベーション（新しい生
産物の創出）

• 生産工程や流通工程を大きく改善することにより、商品の
価値を大きく高めるもの

• プロセス・イノベーション（新しい生産
方法の導入）

• 既存商品の改良、新規商品の開発等により新たな市場
に参入し、新たな顧客やニーズを開拓するもの

• マーケット・イノベーション（新しい販
売先・消費者の開拓）

• 商品をつくるための材料や、その原材料の供給ルートを新
規開拓・確保することにより、商品の価値を大きく高めるも
の

• サプライチェーン・イノベーション（新し
い供給源の獲得）



３．支援対象フェーズ及び支援内容

• 本事業による各プロジェクトへの支援は、全てのフェーズについて対象とします。
• 「イノベーション」に繋がりうるプロジェクトを構想段階から試作、実証、販路開拓ま

で、当該プロジェクトの戦略・計画策定を含めて伴走支援します。
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• 原理検証
• （技術の）用途探索
• 事業化戦略策定

• 特定用途向けの技術・
製品開発

• 市場の反応の徴取
• 改良開発
• 生産体制構築

• 複数顧客へアプローチ
• 生産体制強化

企業の
取組内容

支
援
内
容

• 原理検証経費支援
• 諸活動費補助

• 用途探索結果の提供、事業化戦略策定支援
• 国等の提案公募型資金獲得支援（主に開発用途）
• デザインレビュー、リスクマネジメント等専門家派遣支援
• 不足技術等の保有者（大学等研究機関、企業）の探

索及び連携支援
• 知財支援（先行特許調査支援、商標・特許出願支援）

資金

ノウハ
ウ

• 用途開発費支援
• 諸活動費補助

• 営業ツール費用補助
• 展示会出展費用補助
• 改良開発費用補助
• 諸活動費補助

• 展示会出展費用補助
• 諸活動費補助

• テストマーケティング支援施策活用支援（中小機構等）
• 商社との連携支援
• 国等の提案公募型資金獲得支援（主に営業ツール作成

や生産設備導入用途）
• 不足ノウハウ等の保有者（Webサイト構築、製品デザイン、

営業支援、製品評価等）の探索及び連携支援

構想企画、研究 開発
テストマーケティング、

商品化
販売・生産拡大

• プロジェクトにおける上記の各種取組についての進捗確認及び支援

【企業の取組のフェーズと機構の支援内容（例）】



３．支援対象フェーズ及び支援内容
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【各プロジェクトへの支援の詳細】

フェーズ毎の支援内容（例）

施策名称区分
テストマーケティング・商品化、

販売・生産拡大企画構想、研究、開発

• 営業ツール、改良開発、
活動等費用

• 原理検証、用途開発、
活動等費用① イノベーション創出支援補助金本プロジェクト専用

の補助金

－
• 用途開発費用（航

空、医療、環境分野
のみ）

成⾧産業支援補助金

機構内外他施策
の導入支援

• 展示会出展費用補助－中小企業・小規模事業者販路開
拓助成金

－
• 用途探索結果の提供、

事業化戦略策定支
援

有望プロジェクト事業化促進事業
（専門機関による支援）

－• デザインレビュー、リスク
マネジメント等の実施専門家派遣事業



３．支援対象フェーズ及び支援内容
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【各プロジェクトへの支援の詳細】

フェーズ毎の支援内容（例）

施策名称区分
テストマーケティング・商品化、

販売・生産拡大企画構想、研究、開発

• テストマーケティング支援施
策の活用支援－ハンズオン支援事業

（テストマーケティング）

機構内外他施策の
導入支援（続き）

－
• 知財支援（先行特許調

査、商標・特許出願等支
援）

知財総合支援窓口



３．支援対象フェーズ及び支援内容
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【各プロジェクトへの支援の詳細】

フェーズ毎の支援内容（例）

施策名称区分 テストマーケティング・商品化、
販売・生産拡大企画構想、研究、開発

• 商社との連携支援
• 不足ノウハウ等の保有者

（Webサイト構築、製品
デザイン、営業支援、製品
評価等）の探索及び連携
支援

• 不足技術等の保有者
（大学等研究機関、企
業）の探索及び連携支援②-1 本事業プロジェクトマネー

ジャー等による支援

機構職員・コーディ
ネータの知見・ノウハ
ウによる支援

• プロジェクトにおける各種取組の進捗確認及び支援（伴走
支援）

• 国等の提案公募型資金
獲得支援（主に営業ツー
ル作成や生産設備導入用
途）

• 国等の提案公募型資金
獲得支援（主に開発用
途）

②-2 機構コーディネータ、職員
による支援



４．支援対象の認定と支援の期間

〇支援対象の認定

• 有識者により構成されるプロジェクト認定委員会で次の項目を審査。書面及び面談により支
援対象を認定

① 本事業趣旨への合致度:本県の外貨獲得産業の創出・強化に寄与するか、地域経
済への波及効果が高いか、複数の支援機関による支援が必然的に求められるか

② 取組意欲:経営層が重要視し十分な関与が得られるか、支援機関の助言を柔軟に
受け入れる意思があるか 等

③ 実現可能性:プロジェクトの実現を阻害しうる諸要因を検討しており、かつその回避策
を検討しているか 等

〇支援の期間
• ３年以内（審査の上最大２年間の延⾧が可能）
• 認定先への補助金交付回数は最大３回（３年度分）まで
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• 機構内外の委員により構成される委員会において、支援対象を認定
• 支援の期間は３年以内（支援の必要性に応じ、審査の上、最大２年間の延

⾧が可能）。補助金による支援は最大３回（３年度分）まで。



５．各支援について ①イノベーション創出支援補助金
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①イノベーション創出支援補助金(当機構 総務企画本部 企画連携部)
• 補助金交付対象者:前述で認定されたプロジェクト（企業）
※交付額は毎年度審査の上、申請額及び予算を鑑みて決定

• 補助金交付額:上限200万円（特に必要な場合は400万円）

• 補助率:補助対象経費の２分の１以内

• 補助対象経費:
人件費、設備備品費、原材料・消耗品費、委託費、広告宣伝費、知
的財産関連経費 等



５．各支援について ②マネージャー等によるノウハウ支援
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②－１:プロジェクトマネージャー等による支援（当機構）
• プロジェクトマネージャー氏名:西澤正一（総務企画本部 企画連携部所属）
• 支援内容:

支援対象となった取組に対し、諸活動の進捗サポート（伴走支援）を行いま
す。
必要に応じ、機構内外人材によるプロジェクトチームを組成し支援します。

②－2:機構コーディネーター、職員による支援（当機構）
• 支援内容:

支援対象となった取組に対し、活動に必要な国等の提案公募型資金の獲得
支援を行います。

• 対応部署:
地域センター、企画連携部ほか
（主にGo-Tech事業（旧:サポイン事業）や、ものづくり補助金等）



５．各支援について（国等の施策導入支援）
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• 下記は主にプロジェクトへの導入支援を想定する国等の支援施策です。
• 下記に限らず、プロジェクトに必要な支援施策の導入をサポートします!

ハンズオン支援事業（ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ） 知財総合支援窓口
（（独）中小企業基盤整備機構） （（一社）⾧野県発明協会）

（出典）中小企業基盤整備機構HP
※活用に当たっては、別途審査を経る必要があります。

（出典）知財総合支援窓口長野県ポータル



（参考）本施策の活用イメージ
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• プロジェクトの進捗段階に応じて必要な支援を行います。
• プロジェクトの事業化に向けて、こうした多岐にわたる検討が必要な皆様のご活用

をお待ちしております。

自社、連携企業の技術・ノウ
ハウを用いて新しい商品・
サービスを開発・事業化した
い!ただ、・・・

商品・サービスの構想はある
が市場ニーズや競合の情報
をもっと知りたい!

構想する商品・サービスが
原理的に実現できるか試
作したい!

試 作 し た 商 品 ・
サービスで市場の
反応をみたい!

商品・サービスの本
格展開のため、営業
ツール、生産設備を
整えたい!

有望プロジェクト事業化促進事業

知財総合支援窓口（先行特許調査）

①ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出支援補助金

②-2国等資金獲得支援

ハンズオン支援事業
（ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ）

中小企業等販路開拓助成金

①ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出支援補助金

②-2国等資金獲得支援

②-1プロジェクトマネージャー
による伴走支援

信州医療機器事業化開発センター

AI活用/IoTデバイス事業化・開発センター

・
・
・

支援分野によって、既存の伴走
支援機関と協業・役割分担



６．申請方法

支援申請書（実施要領様式第１号）に加え、概ね以下の内容が記載された事業計画
書（指定様式）をご提出いただきます。

① 基本情報（企業概要（名称、所在地、資本金、従業者数等）、連携企業一覧）
② プロジェクトに係る内部環境（強み、弱み）、外部環境（機会、脅威）の整理
③ ②を踏まえプロジェクトにより実現を目指す姿（定性目標及び定量目標）
④ ③の実現に必要と想定するアクションとその実施時期、必要資金想定額
⑤ ④のアクションのうち審査基準に照らして必要な事項の検討状況

申請前の上記事業計画の策定に係るご相談から対応させていただきます。当機構各地域
センター又は企画連携部へお気軽にお問い合わせください。
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イノベーション創出事業
事例紹介

令和７年４月



支援事例 ①

48

○企業名 株式会社上野石材商会

○事業内容 墓石等の石材の加工、販売、施工

○代表者 竹内 哲也 氏

○所在地 上田市福田10-1

○従業員数 6名

○URL http://ueno-sekizai.co.jp/
【同社ショールーム外観】

• 株式会社上野石材商会様へのご支援についてご紹介します。



支援事例 ①
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【浅間山溶岩石タイル】

【これまでの支援内容】

① 寸法精度や広報手段の改善のため、自動の切断機とECサイトの導入を計画。そのための事
業再構築補助金への申請を支援

② ⾧野県発明協会の支援のもと、浅間山溶岩石のブランドを示す商標を出願

③ イノベーション創出支援補助金を活用し、様々な広報・営業活動を展開。その中で、専門家
も招へいし様々な助言を実施

④ タイルの製造後に発生する端材の活用についても検討

【同社ホームページ】



支援事例 ②
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• 株式会社マルベリー様へのご支援についてご紹介します

○企業名 株式会社マルベリー

○事業内容 サナギタケ冬虫夏草の生産、製品販売

○代表者 樋場 由紀子 氏

○所在地 上田市常田3-15-1（本社:東京調布市）

○従業員数 １名

○URL https://miletdine.com/

【自社ブランド「MILET DINE」】



支援事例 ②
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【これまでの支援内容】

① ⾧野県発明協会の支援のもと、独自ブランドを示す商標の登録をサポート

② 商品の開発意図や期待される効果が消費者に伝わりやすいように、HPやパンフレット、商品の
表示内容の改善を支援

③ 商品サンプルや、上記のHPやリーフレット作成などにイノベーション創出支援補助金を活用

④ サナギタケ冬虫夏草の生産管理や、その他経営課題の解決のため、エキスパートバンク制度
を提案し活用

【サナギタケ冬虫夏草】
【MILET DINE洗顔フォーム、保湿クリーム】



支援事例まとめ
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◇支援内容の例

当機構が出来ること支援内容企業の課題

• 本制度では、その様な支援も支援内
容に加えています。

• 専門家との連携を強化しています。

• 当該補助金に詳しい
機構内外の専門家と
連携する

• 設備投資等をしたい
• そのための補助金を活用

したい

• 本事業で費用を補助します。
• 良さを伝える訓練や機会が得られる

施策と連携します。（ハンズオン支援
事業（旧:販路開拓コーディネート
事業等））

○以下の費用を補助
• 商品サンプルを実際に

見てもらう。良さを直接
伝える

• 顧客候補へアプローチする
にはどうしたらよいか?

• SEOに詳しい専門家との連携を支援
します。

• 取材の機会の創出をお手伝いします。

○人的な支援で以下を実
施
• SEO対策されたHPとす

る。メディア掲載しても
らう

• 広く周知するにはどうしたら
良いか?



【本事業に係るお問い合わせ先】
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所在地・連絡先部署
〒３８０－０９２８
⾧野市若里一丁目18番１号 ⾧野県工業技術総合センター３階
電話 ０２６－２２７－５８０３
電子メール renkei@nice-o.or.jp

企画連携部

〒３８０－０９２８
⾧野市若里一丁目18番１号 ⾧野県工業技術総合センター３階
電話 ０２６－２２５－６６５０
電子メール nice-nagano@nice-o.or.jp

⾧野センター

〒３８６－８５５５
上田市材木町１－２－６ ⾧野県上田合同庁舎内
電話 ０２６８－２３－６７８８
電子メール nice-ueda@nice-o.or.jp

上田センター

〒３９０－０８５２
松本市島立１０２０ ⾧野県松本合同庁舎内
電話 ０２６３－４０－１７８０
電子メール nice-matsumoto@nice-o.or.jp

松本センター

〒３９２－８６０１
諏訪市上川１－１６４４－１０ ⾧野県諏訪合同庁舎内
電話 ０２６６－５３－６０００（内線２６６３，２６６４）
電子メール nice-suwa@nice-o.or.jp

諏訪センター

〒３９６－００４１
伊那市西箕輪２４１５－６ 伊那技術形成センター内
電話 ０２６５－７６－５６６８
電子メール nice-ina@nice-o.or.jp

伊那センター



地域課題解決型創業支援事業



■制度目的

地域課題をビジネスの手法で解決するソーシャル・イノベーションにより

創業を行う方を支援

■様々な地域課題

①地域活性化関連、過疎地域活性化関連 ②買物弱者関連

③地域交通関連 ④社会教育関連 ⑤子育て支援

⑥環境エネルギー関連 ⑦社会福祉関連 ⑧困難を有する若者・就労支援 など



■応募件数（令和元年~令和6年）

72
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90 89
77

87

11 19 26 21 23
32

R1 R2 R3 R4 R5 R6

過去6年 応募件数と採択件数

申請数
採択数



■令和７年度の募集期間

（二次は一次の申請、採択状況により実施します）

一次募集:令和７年４月１０ 日 ~ ５月１６日

二次募集:令和７年６月２日 ~ ７月２５日

いずれも期日厳守

※二次募集分については 一次の申請、採択状況により審査を実施しますので、

審査を行わない可能性があります。

二次募集の可否は、上記募集開始までにホームページ等でお知らせします。



■申請書等の提出方法

郵便・メール

（※メールの場合はPDF形式 各種証明書も含む） ※いずれも必着

■提出書類

① 申請書（別紙 事業計画書・補助対象経費内訳書）

② 住民票（3カ月以内に発行されたもの）

③ 誓約書（要押印）

④ 開業届の写し又は履歴事項全部証明書等の写し（申請までに届出が出せる方）



■対象事業

〇 地域社会が抱える地域課題の解決に資する事業であること（社会性）

〇 自律的な事業継続が見込める事業であること（事業性）

〇 当該地域における課題解決に資する体制が十分でないこと（必要性）

〇 創業をする者の生産性の向上・機会損失の解消及び顧客の利便性の向上に

つながるデジタル技術を活用していること（デジタル技術の活用）



■対象者

〇 令和7年4月１日~令和8年1月31日までに⾧野県において

①新たに事業を創業する方

②事業承継を行う方（※）

③第二創業を行う方（※）

※society5.0関連業種（AI、IoT技術、自動運転等の新たなシステムづくりに

関連する業種のみ）

〇⾧野県内に居住している方、令和8年1月31日までに県内に居住登録をされる方

〇法令順守上の問題を抱えていないこと等

※法人成り（個人事業を法人化すること）や事業場所変更（例:東京→⾧野）は新たに創業に該当しません。



■補助金額 最大２００万円（補助対象率２分の１）

例）補助対象経費がとして200万（税抜）が発生した場合は

半額の100万を補助

■補助対象期間

交付決定日~令和8年1月31日までの事業に関する経費

※交付決定前に発注、支出した経費や2月以降に発生する経費は対象外

例）2月分の賃借料を１月に支払い → ×
交付決定前に発注、交付決定後に支払 → ×
1月分の人件費を翌月に支払 → ×
令和8年1月~12月の費用を1月に支払 → △（補助期間である1月分のみ対象）

例外）交付決定前に雇用・賃貸借契約を行う場合、交付決定日以降の費用は対象 → 〇

補助対象経費について
は募集案内をご確認く
ださい。



■伴走支援員への相談について

伴走支援員・・・事前相談～採択後の各種手続きを支援します

（事業計画の構築、申請書のブラッシュアップ、各種創業に係る相談等）

※応募する前から相談可能です!（申請前からサポートします!）

特に伴走支援員の事業計画作成指導を受けた方は採択率が高い傾向にあります。

（ただし、採択を確約するものではありません）



■支援事例① 合同会社和とろん（上田市武石）

事業内容:鍼灸院の開設

豊かな自然とつながり免疫力を高め、心身の健康寿命を延ばす

■地域課題

素晴らしい自然環境のなかにある武石地区の魅力発信と、増額されつつある

医療保険料等への対策として、住民の健康維持が重要

であると考えました。

■特徴

素足で歩くことで健康になる「はだしの歩道」

武石地区の豊かな自然とのコラボで心身ともに健康に!



■支援事例② 合同会社はいちいず（松本市深志）

事業内容:夜間・休日対応型託児所の開設

夜間や休日対応に特化した保育サービス

■地域課題

松本地区の子育て支援に対する認知度が低く、特に夜間保育に多くの課題があると

考えました。

■特徴

利用対象は、医療従事者や介護に携わるご家族等

幅広く、毎月さまざまなイベントを企画しています。





■制度目的

創業者や経営の向上を図る中小企業者等が抱える様々な問題（経

営

技術、人材、情報化、海外展開及びマーケティング等）に対し、

中小企業者等の申請に応じて、登録された民間の専門家を企業等へ

派遣し、適切な助言等を行うことにより問題の解決を図り、中小企業者

等の順調な発展・成⾧の促進を支援すること



⾧野県内で創業予定または創業１年未満の事業者創業者枠

小規模事業者（従業員20人以下、商業(卸売業・小
売業)・サービス業は5人以下)

小規模事業者枠

DXや省力化を進めるために、新たな機器やデジタ
ル技術システムを導入予定の事業者

DX・省力化枠

上記以外で経営の向上を目指す意欲ある事業者一般枠

■対象事業者

※創業者枠以外は、創業から1年を経過している事業者が対象



■最大利用単位数と利用者負担金
派遣時間１単位（２時間）につき１６，５００円（税込）

利用者負担金最大利用単位数利用枠

無料9単位（18時間）創業者枠

経費の4分の19単位（18時間）小規模事業者枠

経費の4分の112単位（24時間）DX・省力化枠

経費の2分の112単位（24時間）一般枠

※創業者枠、小規模事業者枠を利用したものの、まだ時間が足りない場合、延⾧して、DX・省力化枠
または一般枠を最大３単位6時間まで利用できます。（ただし、予算残がある場合に限ります）



■申請→実施→完了までの流れ （※申請は随時受け付けています）
①「専門家派遣事業申請書」を機構へ郵送にて提出

※専門家の指定がない場合は、機構が要望の内容に沿った複数の専門家を紹介

②経営革新等の意欲、目標、効果等を審査（現地調査）し、適当と認められた企業に対して専門家を派遣

③派遣終了後、報告書の提出をもって終了



ご清聴ありがとうございました

【お問合せ先】
公益財団法人⾧野県産業振興機構
経営支援本部 経営支援部

TEL:026-227-5028

E-mail:keieishien@nice-o.or.jp



71

令和７年４月25日
（公財）⾧野県産業振興機構 マーケティング支援部

令和７年度
NICE補助金説明会

各事業の詳しい案内は募集時にご案内します。
募集案内等の最新情報を入手したい方は、当機構HPのメルマガ登録へ!

https://www.nice-o.or.jp/magazine/
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販路開拓助成金（1/3）

１ 中小企業海外販路開拓助成金（海外展示会出展経費の補助）

①対象展示会
６月１日～12月31日に出展する展示会等

➁対象経費
出展料（小間料）及びその他対象経費（渡航費、宿泊料、
装飾料、通訳代、印刷製本費〈外国語版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成費用等〉、
運送費、専門家への謝金等）

➂助成率
対象経費の３分の２以内、上限100万円

➃申請期限（必着） メールor郵送or持参
・１次募集 ５月16日（金）17時
・２次募集 ６月13日（金）17時
・３次募集 ７月11日（金）17時
※予算が上限に達した場合、２次募集、３次募集は行わない
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販路開拓助成金（2/3）

２ 中小企業販路開拓助成金（国内展示会出展経費の補助）

①対象展示会
（上期分）６月１日～9月30日に出展する展示会等
※下期分は8月に募集予定

➁対象経費
出展料（小間料）

➂助成率
対象経費の３分の１以内、上限20万円

➃申請期限（必着）メールor郵送or持参
５月16日（金）17時
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販路開拓助成金（3/3）

３ 小規模事業者販路開拓助成金（国内展示会出展経費の補助）
※小規模事業者（常用従業員が20人以下）向けに助成率を有利に設定

①対象展示会
（上期分）６月１日～9月30日に出展する展示会等
※下期分は8月に募集予定

➁対象経費
出展料（小間料）

➂助成率
対象経費の３分の２以内、上限20万円

➃申請期限（必着）メールor郵送or持参
５月16日（金）17時



マーケティング支援部
生産財チーム

事業紹介
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生産財 国内 販路開拓支援事業（1/9）

大 阪
発注開拓

東 京
発注開拓

名古屋
発注開拓

１ 受発注取引支援事業（県内中小企業へ発注案件をあっせん紹介します）
・東京、名古屋、大阪の発注開拓推進員が発注案件を獲得し、
県内受発注取引推進員が県内中小企業へ発注案件をあっせん紹介します

・あっせん紹介する企業は、賛助会登録企業を中心に行います
・賛助会登録企業には、毎月、発注案件掲載の「受発注ニュース」を発行します

発注案件
発注案件

発注案件
紹介

紹介

紹介

紹介
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生産財 国内 販路開拓支援事業（2/9）

２ 国内展示会に⾧野県ブースを出展!

出展風景

会場出入口近
くに配置

②６月 Japan Health 2025（インテックス大阪）
・https://japanhealthonline.com/
・医療機器等の国際展示会
・4社出展企業決定済み

①４月 Medtec Japan2025
（東京ビッグサイト）
・https://medtecjapan.com/
・医療機器向け展示会
・県内19社が出展

③９月 エアロマート名古屋2025（ポートメッセなごや）
・https://www.aeromartnagoya.com/index.php/ja/
・航空宇宙分野の国際展示商談会
・４社出展予定（4月後半から募集開始予定）
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生産財 国内 販路開拓支援事業（3/9）

④2026年２月 テクニカルショウヨコハマ（パシフィコ横浜）
・https://www.tech-yokohama.jp/
・工業系総合展示会
・50小間・50社程度出展予定
・７月後半頃から出展企業募集予定

出展風景

※当機構が展示会準備から会期中まで出展企業をフォローし、⾧野県ブースを統一装飾
※テクノリーチナガノ登録企業はより割安で出展できる
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生産財 国内 販路開拓支援事業（4/9）

３ 技術提案商談会事業（発注企業に直接PRできます）
①次世代電動モビリティ ⾧野県新技術・新工法展示会

・アイシン、デンソー等の大手自動車関連メーカーの研究開発、
生産技術および調達等の担当者向け展示会

・開催日 9月4日(木)（準備日:9月3日(水)）
・展示会場 愛知県刈谷市産業振興センター あいおいホール
・出展企業数 50社程度予定（⾧野県単独の展示会）
・6月上旬頃出展企業募集予定
（7月3日技術ニーズ説明会開催予定）

展示会
開催風景
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生産財 国内 販路開拓支援事業（5/9）

②新技術・新工法展示商談会 in Astemo
・Astemo(株)（旧 日立Astemo(株)）の研究開発、生産技術

および調達等の担当者向け展示会
・開催日 9月18日(木)～19日(金)（準備日:9月17日(水)）
・展示会場 Astemo(株) 佐和工場（茨城県ひたちなか市）
・⾧野県、埼玉県、群馬県、栃木県の４県連携展示会
・⾧野県出展企業数 20社程度予定（4県で80社程度）
・ 5月26日技術ニーズ説明会（オンライン）、その後出展企業募集

展示会
開催風景
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生産財 国内 販路開拓支援事業（6/9）

③マッチングフェアinなごや2025
※愛知・岐阜・三重・静岡・⾧野の広域商談会
・開催日・場所 :令和７年10月８日(水) 名古屋市ウインクあいち
・商談形式 :リアル個別商談（オンライン商談も別途開催）
・参加企業募集:７月頃予定（⾧野県企業50社程度予定）
・中京圏を中心とした発注企業120社程度が参加予定
・テクノリーチナガノ登録企業のみが参加可能予定

商談風景

1社商談
時間25分
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生産財 国内 販路開拓支援事業（7/9）

④個別商談形式の技術提案商談会
・リアル個別商談、オンライン商談、工場見学＋個別商談形式
・発注企業に貴社技術を直接アピールできる
・年間10社程の発注企業と商談会を開催予定
・テクノリーチナガノ登録企業のみが参加可能予定

個別商談（発注企業の工場） ⾧野県企業の工場見学＋個別商談

1社商談
時間45分
程度
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生産財 国内 販路開拓支援事業（8/9）

４ マーケティングスキル向上セミナー
①提案営業・交渉力・プレゼン能力向上セミナー

・9月～11月頃に開催予定（複数回開催）
・営業の基本、新規開拓実践研修、商談力強化研修、

提案・プレゼン力強化研修（商談の進め方、プレゼン資料
作成手順等）他

②経営戦略セミナー
・年１回開催予定 12月頃に開催予定
・顧客・市場の捉え方、技術・製品開発の考え方、

事業戦略の方法、企業体質強化等を学ぶ

グループ
ワーク
講師から
直接指導

セミナー風景
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生産財 国内 販路開拓支援事業（9/9）

５ 「下請かけこみ寺」電話無料相談（取引適正化事業）
・取引上のトラブルや下請法に係る相談窓口
・フリーダイヤル ０１２０－４１８－６１８

６ 「⾧野県よろず支援拠点」 無料相談
・価格転嫁、雇用・労務、売上拡大、IT活用、経営改善等
・０２６－２２７－５８７５
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生産財 海外 販路開拓支援事業（1/3）

①METALEX 2025 ＜４月後半～6月募集予定＞
・タイ／バンコク、11月※販路開拓助成金も申請可

・製造業全般
・4社程度募集予定
・出展料 15万円～17万円程度予定
・テクノリーチナガノ登録企業は割安で出展可
・当機構の推進員が、展示会準備から

会期中（現地）まで出展企業をフォロー METALEX2024（タイ）

７ 海外展示会に⾧野県パビリオン出展

②World Health Expo Dubai （WHX Dubai)
・UAE／ドバイ、２月
・医療機器の国際展示会（昨年度名称 Arab Health）
・4社程度募集予定
・当機構の推進員が、展示会準備から会期中（現地）まで

出展企業をフォロー
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生産財 海外 販路開拓支援事業（2/3）

８ 国際版技術提案商談会
・タイとベトナムにて日系海外進出の発注企業の工場を訪問し

対面個別商談形式にて商談
・自社技術を発注企業へ直接アピール
・当機構の推進員が現地にて商談をフォロー
・テクノリーチナガノ登録企業は割安で参加可能

９ グローバルマーケティングセミナー
・海外各地域の最新市場動向を把握できる
・年２回開催
・リアル開催またはハイブリッド開催
・参加無料
・海外展開に必要なスキルを学べる
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生産財 海外 販路開拓支援事業（3/3）

10 海外展開・海外取引等に関する相談に随時対応!
・海外販路開拓に関する何でも相談
・相談内容に応じてJETRO、中小機構（中小企業基盤整備

機構）等と連携して対応
・「⾧野県海外展開企業サポートネットワーク」設立

⾧野県、ジェトロ⾧野、中小機構、NICE、日本政策金融公庫
が一体的に支援するネットワーク
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生産財 海外・国内 販路開拓支援事業（1/2）

11 テクノリーチナガノ（Webサイトの⾧野県企業データベース）
①テクノリーチナガノに登録 https://t-reach.nice-o.or.jp/

・⾧野県企業311社が登録済み（2025年3月末時点）
・⾧野県企業の加工技術、製品の紹介ページ
・貴社の国内および海外情報を登録できます
・少ない工数で発注企業へ効果的な営業活動ができます
・外注先を探したい発注企業がアクセスしてきます
・年会費 5,000円

②テクノリーチナガノ商談会
・年３回開催予定（募集時期:６月、９月、１月頃予定）
・テクノリーチナガノ登録企業のみ参加できます
・参加発注企業数 毎回20社程度
・商談方法は対面個別商談またはオンライン商談
・参加発注企業リストから希望する発注企業に商談申込みできます

中小企業・小規模企業に
登録効果あり！
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生産財 海外・国内 販路開拓支援事業（2/2）

③テクノリーチナガノ プライベート展示会
・大手メーカーと開催
（過去実績:矢崎総業・矢崎部品、TDK、ダイハツ工業）
・貴社技術をWebを使って効率よくアピール!
・商談方法は対面個別商談またはオンライン商談
・大手メーカーの国内各工場、海外拠点から技術者、購買担当

がアクセス
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（公財）⾧野県産業振興機構
マーケティング支援部

〒380-0928 ⾧野市若里1-18-1
（⾧野県工業技術総合センター３階）

生産財販路開拓支援に関するお問合せ先

＜国内向け事業に関するお問合せ＞
TEL:026-227-5013
FAX:026-228-2867
E-mail:matching@nice-o.or.jp

＜海外向け事業に関するお問合せ＞
TEL:026-269-7366
FAX:026-228-2867
E-mail:kokusai@nice-o.or.jp



マーケティング支援部
消費財チーム

事業紹介
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長野県営業本部

商品

戦略

販売戦略

市場

戦略

営業本部で取り組むマーケティングサイクル支援

消費財事業紹介（1/2）
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「まず地元から そして全国へ さらに海外へステップアップ」

海 外

全 国

１

大都市圏

県内広域

１地 元

【県地域振興局、商工会議所主催の商談会】
食の縁結び！南信州うまいもの商談会（南信州地域振興局）

うまし逸品個別商談会（⾧野商工会議所）
自慢の逸品発掘・売込逆商談会（松本商工会議所） 他

⾧野県産品商談会
（5月東北信会場、1月中南信会場）

おいしい信州ふーど発掘WEB商談会
おいしい信州ふーど発掘商談会in東京

【海外現地開催の展示会】
台湾FOOD TAIPEI

○⾧野県産業振興機構消費財チームは、
事業の利用を検討する事業者に対し、
どのステージの商談会等に出展参加す

る
のが良いかアドバイスを行います。

重点支援事業者支援事業

スーパーマーケット・トレードショー

大手流通事業者商談会（三井物産流通グループ㈱）

【海外スーパーマーケットでの⾧野フェア】
PPIHグループ会社（米国ハワイ州・カリフォルニア州）

UWAJIMAYA（米国オレゴン州）
裕毛屋（台湾台北市）

【県内に海外バイヤーを招待して開催する商談会】
海外バイヤー商談会

市場の広がりと商談会出展ステージの考え方

消費財事業紹介（2/2）
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消費財 国内 販路開拓支援事業
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消費財 海外 販路開拓支援事業
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（公財）⾧野県産業振興機構
マーケティング支援部 消費財チーム
〒380-0928 
⾧野市大字南⾧野字幅下692-2

（⾧野県庁5階 営業本部内）
TEL:026-235-7246
FAX:026-235-7387
E-mail:hanro@nice-o.or.jp

消費財販路開拓支援に関するお問合せ先
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～ 企業価値向上につながる、最適な産業支援サービスの提供 ～

公益財団法人長野県産業振興機構
97

NICEの支援制度のご案内



理 事 長

専務理事

常務理事

理 事 会

評議員会

監 事

事務局長

副理事長

総 務 企 画 本 部
地域センター

総務管理部

企画連携部

⾧野センター
（NICE⾧野）

上田センター
（NICE上田）

松本センター
（NICE松本）

諏訪センター
（NICE諏訪）

伊那センター
（NICE伊那）

次世代産業部

ITバレー推進部
（信州ITバレー推進協議会）

航空機産業支援センター

信州医療機器事業化開発センター

グリーンイノベーション推進部
（グリーンイノベーションセンター）

新産業創出支援本部

よろず支援拠点

企業再生支援部
（中小企業活性化協議会）

経営支援部

マーケティング支援部

事業承継・引継ぎ支援部
（事業承継・引継ぎ支援センター）

経 営 支 援 本 部
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組織図



【総合相談窓口】
企画連携部

・機構事業・コーディネート等の相談

相談体制（窓口）

【地域の相談窓口】
地域センター

（⾧野、上田、松本、諏訪、伊那）
県
内
企
業

ながの産業支援ネット
商工会議所、商工会、金融機関等

県内７１の産業支援機関

（公財）⾧野県産業振興機構

【経営上の悩み相談】
よろず支援拠点

（本部・サテライトで対応）

相談

支援

相談

情報共有
相互支援

連携支援
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相談体制（お問合せ先）

100

NICEメールマガジン

当機構以外の産業支援
情報も随時発信しています

https://www.nice-o.or.jp/magazine/



令和７年度事業の概要
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令和７年度の事業一覧

102

（事業一覧）
第１ 企画連携事業

１ イノベーション創出プロジェクトの推進
２ 県内産業支援機関との連携に基づく
支援体制の構築
３ 国際的産学官連携の推進
４ 産業界の課題解決に向けた取組の促進
５ 自動車産業におけるサプライヤーの事
業転換推進
６ 企業に役立つ支援情報の発信

第２ 新産業創出支援事業

Ⅰ 次世代産業への支援
１ 健康・医療産業分野への支援
２ 航空宇宙産業分野への支援
３ 食品産業分野への支援

Ⅱ グリーンイノベーションの推進
１ ゼロカーボン関連技術の事業化支援
２ 競争的資金を活用した共同研究支援

Ⅲ 信州ＩＴバレー構想の推進
１ ＩＴ産業振興に向けた支援

第３ 経営支援事業

Ⅰ 相談支援
１ よろず支援拠点事業の展開
２ 事業計画策定支援

Ⅱ 創業・経営革新等支援
１ 創業支援
２ 経営革新等支援

Ⅲ マーケティング支援
１ 総合支援
２ 生産財販路開拓支援
３ 消費財販路開拓支援

Ⅳ 企業再生支援
１ 企業再生支援

Ⅴ 事業承継・引継ぎ支援
１ 事業承継・引継ぎ支援

第４ 地域センター事業

Ⅰ 長野センター
１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進
２ 県地域振興局、管内市町村等の産業
政策ニーズに基づく事業の推進
３ 顔が見える人的ネットワーク形成に
資する事業の展開
４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）

Ⅱ 上田センター
１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進
２ 県地域振興局、管内市町村等の産業
政策ニーズに基づく事業の推進
３ 顔が見える人的ネットワーク形成に
資する事業の展開
４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）

（事業計画ベース）
予算規模 17.3億円（県7.1億 国8.8億、運用益他1.4億 ）

Ⅲ 松本センター
１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進
２ 県地域振興局、管内市町村等の産業
政策ニーズに基づく事業の推進
３ 顔が見える人的ネットワーク形成に
資する事業の展開
４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）

Ⅳ 諏訪センター
１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進
２ 県地域振興局、管内市町村等の産業
政策ニーズに基づく事業の推進
３ 顔が見える人的ネットワーク形成に
資する事業の展開
４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）

Ⅴ 伊那センター
１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進
２ 県地域振興局、管内市町村等の産業
政策ニーズに基づく事業の推進
３ 顔が見える人的ネットワーク形成に
資する事業の展開
４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）

※朱書きは令和７年度の新規実施を含む事業区分



事業一覧（支援制度のご案内、コーディネーター・推進員の紹介）
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
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

https://www.nice-
o.or.jp/support/support-14333/ https://www.nice-o.or.jp/pamphlet/

NICEの主要な支援制度についてまとめた案内を作成しています。 
「支援制度が知りたい」、「相談先に悩んでいる」、といったと
きに本案内をご利用ください。

当機構が実施したさまざまな支援事業の中から、特
色ある事例を掲載しています。当機構のご活用の参考
としてください。 


